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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期

第２四半期連結
累計期間

第38期
第２四半期連結
累計期間

第37期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成24年
４月１日
至平成24年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（百万円） 36,479 40,235 76,130

経常利益（百万円） 1,048 1,206 2,250

四半期(当期)純利益（百万円） 564 666 722

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
536 646 736

純資産額（百万円） 9,387 9,990 9,502

総資産額（百万円） 25,577 29,922 28,455

１株当たり四半期(当期)純利益金

額（円）
46.34 54.76 59.38

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 36.7 33.4 33.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
 △210  2,429 1,914

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,068 △854 △3,103

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,140 △456 235

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
3,573 6,173 5,072

　

回次
第37期

第２四半期連結
会計期間

第38期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
７月１日
至平成23年
９月30日

自平成24年
７月１日
至平成24年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
24.23 28.52

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　　

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

   

２【経営上の重要な契約等】

　　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（1）業績の状況

  当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業の生産活動の回復、各種政策効果による個人消費の持ち

直しにより緩やかな回復基調にありました。しかしながら、電力供給の制約に加え、欧州債務危機を背景とした海外

経済の減速や円高・株安の進行などもあり、先行きは依然不透明な状況にあります。

  このような事業環境のなかで、当社グループは「経費削減、一人当たり生産性向上、適正在庫」のグループ方針を

徹底するとともに、主軸のオートバックス・車関連事業及び業務スーパー・こだわり食品事業の拡充を図るべく、

新規出店やＭ＆Ａを推し進めました。また、新たな収益源として、東南アジアでの出店や業務提携を行うなど成長戦

略に取り組みました。

　以上の結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は 40,235百万円（前年同期比 10.3％増）、営業

利益は 1,067百万円（前年同期比 2.9％増）、経常利益は 1,206百万円（前年同期比 15.1％増）となり、四半期純

利益は 666百万円（前年同期比 18.2％増）となりました。

　セグメントの概況は、次のとおりであります。

  オートバックス・車関連事業につきましては、エコカー補助金・減税の施策により車販売の売上が前年同期に比

べ増加し、これに伴いタイヤ、ホイール、カーアクセサリー等が好調に推移しました。しかしながら、昨年度の地デジ

チューナー施策の反動により、カーナビゲーション等の売上が大きく減少いたしました。出店につきましては、広島

県の「オートバックス」３店舗（福山中央店、蔵王店、セコハン市場福山店）を譲受、新たに兵庫県に２店舗（オー

トバックスエクスプレス塩屋北店、篠山店）をオープンしました。これにより売上高は 15,383百万円（前年同期比

7.7％増）となりましたが、利益面におきましては、新規出店したことによる初期費用の増加、カーナビゲーション

等の販売価格の低下に伴う粗利率が低下したこと等により、営業利益は 559百万円（前年同期比10.4％減）となり

ました。

  業務スーパー・こだわり食品事業につきましては、消費者の根強い節約志向を背景に、集客力を上げるため値下

げ戦略を実施する食品スーパーが増加するなか「業務スーパー」は、関東・中部地区でのドミナント戦略を進め、

神奈川県に１店舗（潮田店）、愛知県に１店舗（二川店）をオープンし、知名度向上、集客及び固定客作りに努めま

した。これにより売上高は 23,317百万円（前年同期比10.7％増）となりましたが、利益面におきましては、原価率

の上昇等の影響により、営業利益は 634百万円（前年同期比7.5％減）となりました 。

  その他事業につきましては、低価格で食べ放題の「Green’s K鉄板ビュッフェ」を千葉県に１店舗（千葉ニュー

タウン店）オープンしました。また、農産物直売所「めぐみの郷」は、プライベートブランドの加工食品の販売強化

を図り、売上及び利益の向上に努めました。さらに、前期において収益力の劣る８店舗を閉店したこと等により、営

業損失が大幅に減少しました。これにより、売上高は 1,534百万円（前年同期比 35.5％増）、営業損失は 86百万円

(前年同期は営業損失200百万円)となりました。
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（2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

 1,100百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末の資金は 6,173百万円となりました。

　

  当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は 2,429百万円（前年同期は 210百万円の減少）となりました。これは主に、税金等調

整前四半期純利益が 1,236百万円、減価償却費が 701百万円、仕入債務の増加が 1,585百万円あったこと等による

資金の増加と、たな卸資産の増加が 367百万円、法人税等の支払額が 557百万円あったこと等による資金の減少に

よるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は 854百万円（前年同期は 1,068百万円の減少）となりました。これは主に、新規出店

したこと等による、有形固定資産の取得による支出が 778百万円あったこと等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は 456百万円（前年同期は 1,140百万円の減少）となりました。これは主に、短期借入

金の純減が 1,770百万円あったこと等による資金の減少と、長期借入金による収入が 1,500百万円あったこと等に

よる資金の増加によるものであります。

　

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

 　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 52,000,000

計 52,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,336,400 13,336,400

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株　

　計 13,336,400 13,336,400 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成24年７月１日～
平成24年９月30日

－ 13,336 － 1,785 － 2,723

　

EDINET提出書類

株式会社Ｇ－７ホールディングス(E03267)

四半期報告書

 5/21



（６）【大株主の状況】

 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

木下　守 神戸市西区 1,830 13.72

木下　智雄　 神戸市西区 1,829 13.72

株式会社Ｇ－７ホールディングス

　
神戸市須磨区弥栄台3-1-6　 1,165 8.73

有限会社キノシタファミリーサー

ビス　
兵庫県加古川市平荘町神木374 1,154 8.65

関　稚奈巳　 神戸市西区 1,129 　8.46

木下　陽子　 神戸市西区　 826 6.19

株式会社オートバックスセブン　 東京都江東区豊洲5-6-52　 337 2.52

 茂理  佳弘  兵庫県姫路市 176 1.32

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社(信託口)
東京都港区浜松町2-11-3　 150 1.12

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口)
東京都中央区晴海1-8-11 140 1.05

計 － 8,740 65.54

    　（注）上記信託銀行の所有株式には、信託業務に係る株式が次のとおり含まれています。

　            日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)      150千株

　　　　　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)  139千株

　　　 　　　

EDINET提出書類

株式会社Ｇ－７ホールディングス(E03267)

四半期報告書

 6/21



（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 －　 － －　

議決権制限株式（自己株式等） －　　 － －　

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式  1,165,400　 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,167,000 121,670 －

単元未満株式 普通株式 　   4,000 － －

発行済株式総数 13,336,400 － －

総株主の議決権 － 121,670 －

　　　（注）「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が2,600株（議決権26個）含まれており

ます。

 

②【自己株式等】

 平成24年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱Ｇ－７ホールディン

グス

　神戸市須磨区弥栄台

　　３－１－６
1,165,400 － 1,165,400 8.73

計 － 1,165,400 － 1,165,400 8.73

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,072 6,173

受取手形及び売掛金 1,684 1,483

商品及び製品 3,997 4,365

その他 1,195 1,343

貸倒引当金 △10 △15

流動資産合計 11,939 13,350

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 14,105 14,552

減価償却累計額 △7,587 △7,974

建物及び構築物（純額） 6,517 6,578

機械装置及び運搬具 822 913

減価償却累計額 △517 △546

機械装置及び運搬具（純額） 305 367

土地 3,853 3,853

建設仮勘定 20 48

その他 2,492 2,575

減価償却累計額 △1,495 △1,679

その他（純額） 996 895

有形固定資産合計 11,694 11,743

無形固定資産

のれん 362 295

その他 304 294

無形固定資産合計 667 589

投資その他の資産

投資有価証券 32 33

敷金及び保証金 3,228 3,316

繰延税金資産 672 674

その他 223 216

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 4,153 4,238

固定資産合計 16,515 16,571

資産合計 28,455 29,922
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 3,626 5,211

短期借入金 5,570 4,800

未払法人税等 474 473

賞与引当金 425 250

役員賞与引当金 31 －

ポイント引当金 123 111

その他 2,622 2,481

流動負債合計 12,873 13,327

固定負債

長期借入金 3,500 4,000

退職給付引当金 468 500

役員退職慰労引当金 609 624

資産除去債務 609 617

その他 892 861

固定負債合計 6,079 6,604

負債合計 18,953 19,931

純資産の部

株主資本

資本金 1,785 1,785

資本剰余金 2,717 2,717

利益剰余金 6,119 6,627

自己株式 △612 △612

株主資本合計 10,010 10,518

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △0 △3

土地再評価差額金 △529 △529

為替換算調整勘定 22 5

その他の包括利益累計額合計 △507 △527

純資産合計 9,502 9,990

負債純資産合計 28,455 29,922
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 36,479 40,235

売上原価 26,738 29,649

売上総利益 9,740 10,586

販売費及び一般管理費 ※
 8,703

※
 9,518

営業利益 1,037 1,067

営業外収益

受取利息 2 0

受取配当金 0 0

受取手数料 79 91

その他 80 102

営業外収益合計 163 194

営業外費用

支払利息 31 25

その他 119 30

営業外費用合計 151 55

経常利益 1,048 1,206

特別利益

固定資産売却益 － 16

負ののれん発生益 － 25

特別利益合計 － 41

特別損失

店舗閉鎖損失 12 11

特別損失合計 12 11

税金等調整前四半期純利益 1,036 1,236

法人税等 472 569

少数株主損益調整前四半期純利益 564 666

四半期純利益 564 666
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 564 666

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 0 △2

為替換算調整勘定 △28 △17

その他の包括利益合計 △27 △20

四半期包括利益 536 646

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 536 646

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,036 1,236

減価償却費 607 701

のれん償却額 61 67

負ののれん発生益 － △25

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 5

退職給付引当金の増減額（△は減少） 25 32

賞与引当金の増減額（△は減少） △180 △181

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12 14

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △31

ポイント引当金の増減額（△は減少） △2 △11

固定資産売却損益（△は益） － △16

有形固定資産除却損 25 11

受取利息及び受取配当金 △2 △1

支払利息 31 25

売上債権の増減額（△は増加） 22 203

たな卸資産の増減額（△は増加） △246 △367

その他の資産の増減額（△は増加） 121 △152

仕入債務の増減額（△は減少） △686 1,585

差入保証金の増減額（△は増加） △21 △7

未払消費税等の増減額（△は減少） 18 77

その他の負債の増減額（△は減少） △255 △180

その他 9 28

小計 577 3,011

利息及び配当金の受取額 2 1

利息の支払額 △31 △25

法人税等の支払額 △759 △557

営業活動によるキャッシュ・フロー △210 2,429

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,016 △778

有形固定資産の売却による収入 16 69

投資有価証券の取得による支出 △2 △5

貸付けによる支出 △0 －

敷金及び保証金の差入による支出 △67 △135

預り保証金の受入による収入 14 2

その他の支出 △40 △48

その他の収入 27 40

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,068 △854
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,030 △1,770

長期借入れによる収入 － 1,500

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △84 △157

その他 △25 △29

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,140 △456

現金及び現金同等物に係る換算差額 △28 △17

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,447 1,100

現金及び現金同等物の期首残高 6,021 5,072

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,573

※
 6,173
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

税金費用の計算

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

給与手当 1,889百万円 2,071百万円

賞与引当金繰入額 307 250

退職給付費用 34 37

役員退職慰労引当金繰入額 12 14

貸倒引当金繰入額　 － 5

賃借料 1,669 1,773

減価償却費(のれん償却を含む) 611 709

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

現金及び預金勘定 3,573百万円 6,173百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 3,573 6,173
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

 （1）配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年５月12日

取締役会
普通株式 85 7.0 平成23年３月31日 平成23年６月14日利益剰余金

　（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

       期間末後となるもの

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年11月９日

取締役会
普通株式 85 7.0 平成23年９月30日 平成23年12月８日利益剰余金

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

（1） 配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年５月14日

取締役会
普通株式 158 13.0 平成24年３月31日 平成24年６月13日利益剰余金

　（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

       期間末後となるもの

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年11月５日

取締役会
普通株式 97 8.0 平成24年９月30日 平成24年12月７日利益剰余金

　

EDINET提出書類

株式会社Ｇ－７ホールディングス(E03267)

四半期報告書

16/21



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：百万円）

　

　

　報告セグメント　　

その他

（注）1　

合計

　

調整額

（注）2

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）3

オートバックス 

・車関連事業

業務スーパー・

こだわり食品

 事業

計　

　

売上高  　 　 　 　 　 　

外部顧客への

売上高　

   

   14,279　　　

　　

    

　21,067

　

35,346

   

   　1,132

   

  36,479

　 

      －

　

　   36,479

セグメント間の

内部売上高又は

振替高　

　

   1　

  

     　9

　

11

   

 2

    　

14

　  

 △14

　    

 －

計    　14,281 21,076 35,358 1,135  　36,493   △14     36,479

セグメント利益

又は損失（△）
     　624      　685 1,310   △200      1,109    △72 　     1,037

（注）1．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リユース事業、ア

　　　　グリ事業、海外事業及び不動産賃貸事業等を含んでおります。

　　　　2.セグメント利益又は損失の調整額 △72百万円には、セグメント間取引消去等による 351百万円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用 △424百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない総務・財務部門等の管理部門等に係る費用であります。

　　　3.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　　　

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。　

　

EDINET提出書類

株式会社Ｇ－７ホールディングス(E03267)

四半期報告書

17/21



Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：百万円）

　

　

　報告セグメント　　

その他

（注）1　

合計

　

調整額

（注）2

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）3

オートバックス 

・車関連事業

業務スーパー・

こだわり食品

 事業

計　

　

売上高  　 　 　 　 　 　

外部顧客への

売上高　

   

   15,383　　　

　　

    

　23,317

　

38,700

   

   　1,534

   

  40,235

　 

      －

　

　   40,235

セグメント間の

内部売上高又は

振替高　

　

   3　

  

     　7

　

10

   

 9

    　

20

　  

 △20

　    

 －

計    　15,386 23,324 38,711 1,544  　40,256   △20     40,235

セグメント利益

又は損失（△）
     　559      　634 1,193   △86      1,106    △39 　     1,067

（注）1．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リユース事業、ア

　　　　グリ事業及び不動産賃貸事業等を含んでおります。

　　　　2.セグメント利益又は損失の調整額 △39百万円には、セグメント間取引消去等による 397百万円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用 △436百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない総務・財務部門等の管理部門等に係る費用であります。

　　　3.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　記載すべき事項はありません。　

　

（企業結合等関係）

　記載すべき事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

    １株当たり四半期純利益金額 46円34銭 54円76銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 564 666

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 564 666

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,171 12,170

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　平成24年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額……………………97百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………８円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年12月７日

　（注）　平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年11月８日

株式会社Ｇ－７ホールディングス

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 米林　彰  　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 黒川　智哉　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｇ－７

ホールディングスの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年

７月１日から平成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Ｇ－７ホールディングス及び連結子会社の平成24年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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